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【平成25年度】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設災害復旧事業　21,233百万円の内数【復興特会】
＜私立学校施設＞
・私立学校施設災害復旧事業　719百万円の内数【復興特会】

施策の内容

○東日本大震災によって被害を受けた学校施設の復旧について、早期に復旧し、学校教育の円滑な実
施を確保するため、災害復旧に係る経費を国が財政支援。

施策の進捗状況及び今後の予定

○これまでも、学校施設の復旧については、地方公共団体及び学校設置者等からの申請を受け、適切
に対応してきたところ。今後、引き続き財政支援を実施。
○警戒区域等に所在する学校施設の復旧については、警戒区域等が解除され次第、地方公共団体及
び学校設置者等の要望を踏まえて適切に対応していく。
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【平成24年度（予備費）】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費  14,871百万円の内数【一般会計】（第１弾）
・公立学校施設整備費  58,102百万円の内数【復興特会】（第２弾）
＜国立学校施設＞
・国立大学法人等施設整備費　5,132百万円の内数【一般会計】（第１弾）
・国立大学法人等施設整備費　41,568百万円の内数【一般会計】（第２弾）
＜私立学校施設＞
・私立学校施設の耐震化等の促進　8,593百万円の内数【一般会計】（第２弾）
【平成24年度（補正）】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費  188,384百万円の内数【一般会計・復興特会】
＜私立学校施設＞
・私立学校施設の耐震化等の促進　11,860百万円の内数【一般会計・復興特会】
＜国立学校施設＞
・国立大学法人等施設の耐震化・老朽化対策等の推進　123,518百万円の内数【一般会計】
【平成25年度】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費  127,075百万円の内数【一般会計・復興特会】
＜私立学校施設＞
・私立学校施設の耐震化等の促進　12,422百万円の内数【一般会計・復興特会】
＜国立学校施設＞
・国立大学法人等施設整備費　59,323百万円の内数【一般会計・復興特会】

施策の内容

＜公立学校施設＞
○公立学校施設整備費においては、地方公共団体からの申請があり、補助要件に合致していれば、対
応を検討。
＜私立学校施設＞
○引き続き、私立学校施設の耐震化や防災機能強化を促進するため、平成24年１月に策定した「私立
学校施設防災機能強化集中支援プラン」（文部科学大臣政務官通知）を推進し、早期の耐震化完了を
目指し、継続的に支援していく。
＜国立学校施設＞
○国立大学法人等施設の耐震化等を推進するため、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」に
基づき、平成27年度までの施設の耐震化完了を目指し、支援していく。

施策の進捗状況及び今後の予定

＜公立学校施設＞
○公立学校施設整備費においては、地方公共団体からの申請があり、補助要件に合致していれば、対
応を検討。
＜私立学校施設＞
○引き続き、私立学校施設の耐震化や防災機能強化を促進するため、平成24年１月に策定した「私立
学校施設防災機能強化集中支援プラン」（文部科学大臣政務官通知）を推進し、早期の耐震化完了を
目指し、継続的に支援していく。
＜国立学校施設＞
○国立大学法人等施設の耐震化等を推進するため、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」に
基づき、平成27年度までの施設の耐震化完了を目指し、支援していく。

予算措置の状況

災害に強い教育施設の整備 施策番号110
府省庁名

51
文部科学省

第３
２ 作成年月
（８）

平成25年５月
①


	109公【文部科学省】第３(８)① 福島方針施策（第３）.pdf
	110公【文部科学省】第３(８)①２福島方針施策（第３）

